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平成２７年度

道産エネルギー技術開発支援事業

公募案内
　　

平成２７年４月

北 海 道 経 済 部


Ⅰ
補助事業の概要

１
目的
本事業は、本道の気候条件や地域に賦存（ふぞん）するエネルギー資源及び道内技術シーズを活かし、道内の大学、高等専門学校又は公設試験研究機関（以下「公設試等」という。）と共同して行うエネルギー関連技術の研究及び開発を支援することで、本道の低炭素化社会の実現に資することを目的としています。
２
補助対象者

補助対象者は、次のいずれかに該当される方です。
（１）道内に主たる事務所又は事業所を有する法人（NPO法人等を含む。）
（２）全構成員の過半数を（１）に掲げる者が占め、かつ（１）に掲げる者が代表者となる共同体（以下「コンソーシアム」という。）
３
補助対象事業
　　本事業の趣旨に合致し、本道の気候条件や資源、技術シーズを活用し、道内の公設試等とエネルギー関連技術の研究及び開発を行う事業で、次の対象分野のいずれかに該当し、かつ以下の要件を全て満たす事業を対象とします。

　【対象分野】

	対象分野
	具体的な対象分野

	（１）低炭素型関連技術
	① 新エネルギー（太陽光・風力・中小水力・雪氷・バイオマス、
太陽熱、地熱、波力等）関連技術
② 高断熱・高気密住宅関連技術
 ③ 省エネルギー関連技術
 ④ 次世代自動車（ハイブリッド車、電気自動車、プラグインハイ
ブリッド車、燃料電池車、クリーンディーゼル車等）関連技術

	（２）循環型関連技術
	① バイオマス関連技術
 ② 環境保全関連技術


【補助対象事業の要件】
	（１）本事業の成果が、事業化や商品化に結びつくことが見込まれる研究及び開発であること。
（２）研究及び開発しようとする事業に対して、必要な基礎研究、調査及び知見を有していること。
（３）本事業の成果を利用する需要者との協働又は連携が、積極的に図られるものであること。
（４）他の道事業に採択されたことがない事業であること。また、国等の同様な補助制度の対象事業として同時に採択されていないこと。（ただし、本事業と同時に申請している場合は、事業計画書にその旨明記してください。）


【助対象事業の段階（イメージ）】





４
補助対象経費

補助対象事業を行うために必要な経費で次に掲げる経費
	経費区分
	対象経費

	１　研究開発費
	研究開発に要する次に掲げる経費

	
	（１）原材料・副材料費
	原材料及び副材料の購入並びにこれらに係る運賃

	
	（２）プラント・機械装置等開発費
	機械、装置、工具、器具等の購入、借入、据付、試作、改修に要する経費（注１）

	
	（３）技術導入費
	大学、高等専門学校若しくは公設試験研究機関からの技術指導の謝金及び旅費並びにこれらの者との共同研究に要する経費

	
	（４）特許実施費
	特許の使用に要する経費（特許取得に係る経費を除く。）

	
	（５）外注委託費
	設計委託、外注加工、試験分析、市場調査、環境調査、試作品の輸送等に要する経費

	２　人件費
	本事業の実施にあたり新たに雇用された臨時補助員等に係る経費（注２、注３）

	３　その他
	その他知事が必要と認めるもの


	（注１）他用途への転用が容易な機械、装置等については、補助対象外とする。

（注２）人件費の額については、次により算出するものとする。
  　　　人件費の補助対象とする経費は、研究員等の時間給額に直接作業時間を乗じて算出さ
れた額とする。
  　　　なお、時間給額については、次の算定式により算出するものとする。
  　　　時間給額＝(基本給与月額＋時間外手当を除く諸手当)÷(年間所定労働時間／12月)
（注３）「新たに雇用された臨時補助員等」とは、本事業を行う年度における雇用を原則とす
るが、予め独自で研究及び開発を行うために臨時補助員等を雇用していた場合に限り、
当該年度の３ヶ月前までに雇用した臨時補助員等についても、新たに雇用された臨時補
助員等として認めるものとする。ただし、当該臨時補助員等に係る補助対象経費は、本
事業の事業始期を遡ることができないものとする。



５　補助率及び限度額等
（１）補 助 率　補助対象経費の２／３以内

（２）限 度 額　１，０００万円
（３）採択件数　５件程度
Ⅱ
補助申請等の流れ

１
事業計画書の提出

「道産エネルギー技術開発支援事業　事業計画書（別記第１号様式）」に添付書類を添えて北海道知事に提出してください。

事業計画書の提出先・お問い合わせ先は、次のとおりです。
万が一、事業計画書等に不備事項があると受理できない場合もありますので、できるだけ事前にご相談頂くことをお勧めします。

なお、ご来室の際には、担当等が不在の場合もありますので、予めお電話でご連絡ください。
	事業計画書の提出先

及びお問い合わせ先
	北海道経済部産業振興局環境・エネルギー室環境産業グループ
〒０８０－８５８８

北海道札幌市中央区北3条西6丁目（道庁本庁舎８階）
電話　011-204-5320（ダイヤルイン）


２　事業計画の認定

　　道では、審査委員会による審査を経て選考された事業計画を認定し、認定された事業計画の提出者に通知します。ただし、認定の通知にあたっては、必要に応じ、条件を付す場合があります。
３
補助金等交付申請書の提出

認定された事業計画の提出者は、別に指定する期日までに補助金等交付申請書を提出してください。道において内容審査の上、後日、補助金交付決定の指令書を送付します。

４
補助事業の変更、中止等

補助金の交付決定後、次のような事態が生じた場合には、速やかに報告してください。

なお、これらについて報告が無かった場合には、補助金の交付決定を取り消す場合があります。

（１）
補助事業の内容又は経費（経費の配分を含む。）を変更する場合

（２）
補助事業を中止又は廃止する場合

（３）
補助事業が予定期間内に完了しない等の場合

５
補助金の額の確定

補助事業完了後に提出していただく実績報告書の審査及び現地調査の結果、補助事業が適正に遂行されていると認められた場合、補助金の額を確定し、補助金を支払います。

６
事業化等状況報告書の提出

補助事業については、事業完了後も５年間、当該事業の状況（技術開発・事業化等）等について、事業化等状況報告書により道に報告しなければなりません。

Ⅲ
補助事業実施に当たっての留意事項

１
補助金交付申請予定額の減額

事業計画を認定する際、補助対象経費の精査や予算の状況等により、補助金交付申請予定額を減額する場合があります。

２
適正な執行（補助金返還）

本補助制度の利用にあたっては、適正な事業執行、会計処理を行わなければなりません。不正な行為が行われた場合には、補助金を返還することになります。

３
補助事業の公表

補助事業名、申請者名、所在市町村名、事業費、補助金額、事業概要などについて、道のホームページ等で公表します。
Ⅳ
補助事業の経理処理等

１
帳簿等の記録、管理、保存

補助事業の経費の収支を明確にするため、補助事業専用の帳簿（補助簿）や預金通帳等を用意するなど、一般の経理と分離して整理・処理してください。

また、補助事業に係る経理について、事実を明確にした証拠書類を整理し、補助事業終了後５年間保存してください（証拠書類で補助対象経費が確認できない場合は、補助対象外となります。）。

	証拠書類の例
	見積書、契約書、請書、納品書、請求書、領収書、仕様書、注文書、賃金台帳、雇用契約書、旅行命令・依頼書、作業日報、その他各種決定書・報告書等


２
補助金の支払時期

補助金は事業完了後の精算払いとなります。

３
消費税及び地方消費税、振込手数料の取扱い

補助金交付申請時において、当該補助金に係る消費税額等仕入控除税額がある場合には、これを減額して申請を行ってください。それに補助率を乗じて得た額（千円未満切り捨て）が補助金等交付申請額となります。

また、振込手数料は補助対象となりませんので注意してください。
４
機械装置等の購入について

本補助事業は、事業化などに結びつく見込みのある研究及び開発を支援します。研究開発を行うために必要な機械装置等の購入や借入（リース）などについては、補助対象経費となりますが、次のような制約があります。

（1） 研究開発等の終了後、他の用途への転用は、原則としてできませんので、他用途への転
用が容易な機械装置等については、補助対象外となります。

（2） 補助対象物件等の検収及び設備には「平成２６年度道産エネルギー技術開発支援事業」
の表示が必要となります。
（3） 取得価格５０万円以上の物品購入については、２社以上から見積書を徴取し、見積合わ
せを行ってください。
（4） 取得財産の管理及び処分について、補助事業により取得もしくは効用の増加した財産に
ついては、「処分制限財産台帳」を設け、事業完了後においても善良なる管理者の注意を
もって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運営を図らなければなりません。
補助金の目的に反して使用したり、あるいは譲渡、交換、貸し付け、担保に供しようと
する時は、あらかじめ知事の承認を受けなければなりません。
５
産業財産権等の届出及び収益の納付
（1） 産業財産権等の届出
補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許、実用新案登録、意匠登録、著作権等を補助事業の実施年度又は実施年度終了後５年以内に出願若しくは取得した場合、又はそれらを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合には、知事に届出しなければなりません。

（2） 収益の納付

補助事業の実施結果の事業化、産業財産権等の譲渡若しくは実施権の設定又は補助事業に基づく成果の他への供与により収益が生じたときは、その収益の全部又は一部を道に納付しなければなりません（納付金額は補助金の確定額が上限となります。）。
Ⅴ
審査委員会

１
事業計画の審査選考
（１）提出いただいた事業計画書及び添付書類について、道において不明点の確認等を行います。
（２）事業計画の認定を行うための審査機関「道産エネルギー技術開発支援事業計画認定審査委員会（以下、「審査委員会」という。）」において、事業計画のヒアリング及び審査を行い、認定が適当と認められる事業計画を選考します。
（３）知事は、審査委員会の選考結果に基づき、予算の範囲内で、補助事業の対象となる事業計画を認定し、通知します。
      なお、審査結果に関するお問い合わせには一切応じられませんので予めご了承ください。
２
審査項目

事業計画は、次の審査項目について審査委員会で審査選考されます。

	審査項目
	審査の観点

	業務遂行能力
	事業実施体制
	大学、高等専門学校又は公設試との連携を含め、事業を実施するに　　　　必要かつ十分な体制となっているか。

	
	スケジュール
	事業を効率的かつ効果的に実施できる全体スケジュールになっているか。

	
	認識及び知見
	道内の現状と課題を的確に捉え、それを踏まえた効果的な知見と経験を有しているか。

	事業計画内容
	事業内容
	地域課題設定
	地域課題の設定及びその解決手段が妥当か。

	
	
	新規性
	事業の新規性が高いか。

	
	
	資源等の活用
	道内資源、技術シーズ等を活かした道内大学等が有する知見を効果的に活用しているか。

	
	波及効果
	汎用性
	汎用性を有しているか。

	
	
	技術力
	道産技術力の向上に寄与するか。

	
	
	需給関係
	供給側及び需要側双方の参画又は連携が図られているか。

	
	
	将来性
	事業化又は商品化を見据えた実証実験となっているか。


Ⅵ
補助事業募集のスケジュール（予定）
（1） 募集（事業計画書受付）　　　５月１５日（金）17時まで（必着）
※ 郵送は書留郵便に限る。
（2） 審査委員会（ヒアリング）　　５月下旬～６月上旬
（3） 事業計画の認定・通知　　　　６月上旬～６月中旬
（4） 補助金の交付申請・交付決定　認定通知後順次（６月中旬～７月上旬）
（5） 補助事業の事業期間　　　　　７月中～平成２７年２月１５日（月）
　　※スケジュールは変更されることがありますので、道ＨＰなどでご確認ください。
○　補助事業の着手は、補助金の交付決定後を原則とします。ただし、特別な理由（実施時期の遅延により事業効果が損なわれる場合など）がある場合は、申請により交付決定前の着手（指令前着手）を認めることがありますので、事前にご相談ください。
なお、交付決定の前に指令前着手が認められた場合でも、補助金の交付が保証されるものではないので予めご理解ください。
また、「補助事業の着手」には、「物品の発注」から「外注依頼」、「契約の締結」など事業の遂行に必要な各種申込みや手配、依頼などの手続きや事務処理なども含みますので、注意してください。
Ⅶ
提出書類等

１
事業計画書提出時
（1） 道産エネルギー技術開発支援事業　事業計画書（別記第１号様式）
（2） 添付書類
	事業計画関係
	1　 当該事業計画に関する特許、実用新案、意匠登録、プログラム著作権等を取得又は出願している場合は、その書類の写し（出願番号又は登録番号及び技術の概要がわかるもの）

2　 試作品等の図面（規格を記入）、工程図、製品カタログ等
3　 その他、事業計画に関して参考となる書類

	提出者
関係
	ア　決算書（直近２期分）(事業報告書、貸借対照表、損益計算書等)（※）
イ　定款（※）
ウ　登記事項証明書（※）
エ　会社案内等のパンフレット（※）

オ　コンソーシアムによる提出の場合は、コンソーシアム協定書の写し（別紙「コンソーシアム協定書（案）」を参考に作成すること）


　　　　　※ コンソーシアムによる提出の場合は、各構成員分を添付すること。
２
事業計画認定後（交付申請時）

（1） 補助金等交付申請書（経済第１号様式）

（2） 事業計画書（経済第２号様式）

（3） 補助金等交付申請額算出調書（経済第７号様式）

（4） 経費の配分調書（経済第１０号様式）

（5） 事業予算書（経済第１１号様式）

（6） 資金収支計画書（経済第２３号様式）

（7） その他別に指示する書類
３
事業実施時（必要が生じた場合）

（1） 補助事業等変更承認申請書（経済第１２号様式）

（2） 補助事業等中止（廃止）承認申請書（経済第１４号様式）

（3） 補助事業等執行遅延（不能）報告書（経済第１５号様式）

４
事業完了時（事業完了後３０日以内若しくは平成２７年３月１０日のいずれか早い日までに提出）
（1） 補助事業等実績報告書（経済第１９号様式）

（2） 事業実績書（経済第２号様式）

（3） 経費の配分調書（経済第１０号様式）

（4） 補助金等精算書（経済第２０号様式）

（5） 事業精算書（経済第２２号様式）

（6） 処分制限財産台帳の写し

（7） その他別に指示する書類

５
事業終了後（事業終了後５年間、毎年４月３０日までに提出）
事業化等状況報告書（別記第４号様式）

６
その他（必要に応じて、随時）

（1） 産業財産権等取得等届出書（別記第２号様式）

（2） 消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書（別記第３号様式）
※「道産エネルギー技術開発支援事業補助金交付要綱」及び「道産エネルギー技術開発支援事業
事業計画書（別記第１号様式）記載例」をよくご確認のうえご応募願います。
道産エネルギー技術開発支援事業 補助金交付要綱
（通則）
第１条　道産エネルギー技術開発支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については、北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則第３４号。（以下「規則」という。）の規定によるほか、この要綱の定めるところによる。
（目的）
第２条　この補助金は、本道の気候条件や地域に賦存するエネルギー資源及び道内技術シーズを活かし、道内の大学（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学をいう。以下同じ。）、　　高等専門学校（同法第１１５条に規定する高等専門学校をいう。以下同じ。）及び別表第１に掲げる公設試験研究機関（以下「公設試」という。）と共同して行うエネルギー関連技術の研究及び開発を支援することにより、本道の低炭素化社会の実現に資することを目的として、予算の範囲内において補助金を交付する。
（補助対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる事業者は、次のいずれかに該当する者とする。
(1) 道内に主たる事務所又は事業所を有する法人（営利を目的とせず、不特定かつ多数の者の利益の　　　増進に寄与することを目的として、継続的かつ自発的に行われる活動を行う法人その他の団体を含　　　む。）
(2) 全構成員の過半数を(1)に掲げる者が占め、かつ(1)に掲げる者が代表者となる共同体（以下「コ　　　ンソーシアム」という。）
（補助対象事業）
第４条　補助対象者が、本道の気候条件や資源、技術シーズを活用し、エネルギー関連技術の研究及び　　開発を行う事業で、次の対象分野のいずれかに該当する事業とする。
(1) 低炭素型関連技術
  　① 新エネルギー(太陽光・風力・中小水力・雪氷・バイオマス、太陽熱、地熱、波力等)関連技術
  　② 高断熱・高気密住宅関連技術
  　③ 省エネルギー関連技術
  　④ 次世代自動車(ハイブリッド車、電気自動車、プラグインハイブリッド車、燃料電池車、クリー　　　　ンディーゼル車等）関連技術
(2) 循環型関連技術
  　① バイオマス関連技術
  　② 環境保全関連技術
２　前項に定める事業については、次のいずれにも該当していなければならない。
(1) 本事業の成果が、事業化や商品化に結びつくことが見込まれる研究及び開発であること。
  (2) 研究及び開発しようとする事業に対して、必要な基礎研究、調査及び知見を有していること。
  (3) 本事業の成果を利用する需要者との協働又は連携が、積極的に図られるものであること。
  (4) 他の道事業に採択されたことがない事業であること。
（補助対象経費、補助率及び限度額）
第５条　補助対象事業を行うために必要な経費であって、別表第２に定めるものについては補助金の対　　象となる経費（以下「補助対象経費」という。）とする。また、補助率及び限度額については、同表のとおりとする。
（事業計画の提案）
第６条　補助金の交付を受けようとする者は、知事が指定する期日までに、事業内容等を記載した事業　　計画を提案し、知事の認定を受けるものとする。
２　事業計画の提案は、知事に対して事業計画書（別記第１号様式）を提出することにより行うものと　　する。
（事業計画の審査）
第７条　知事は、事業計画の認定を行うための審査機関として、道産エネルギー技術開発支援事業計画　　認定審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置する。
２　審査委員会は、第６条の規定により提案された事業計画について下記の観点より審査し、認定が適　　当と認められる事業計画を選考する。
  (1) 業務遂行能力
  　① 大学、高等専門学校又は公設試（以下「大学等」という。）との連携を含め、事業を実施するに必要かつ十分な体制となっていること。
  　② 事業を効率的かつ効果的に実施できる全体スケジュールになっていること。
  　③ 道内の低炭素化の現状と課題を的確に捉え、それを踏まえた効果的な知見と経験を有していること。
(2) 事業計画内容
  　① 事業内容
ア 地域の低炭素化社会の実現に向け、地域課題の設定及びその解決手段が妥当であること。
  　　イ 事業の新規性が高いこと。
  　　ウ 道内の気候条件、資源、技術シーズを活かした道内の大学等が有する知見を効果的に活用し　　　　　ていること。
  　② 波及効果
  　　ア 道内外での汎用性を有していること。
  　　イ 道産技術力の向上に資すること。
  　　ウ 供給側及び需要側双方の参画又は連携が図られていること。
  　　エ 事業化又は商品化を見据えた実証実験となっていること。
３　審査委員会の組織及び運営については、別に定める。
（事業計画の認定）
第８条　知事は、審査委員会により選考された事業計画を認定するものとする。
２　知事は前項の場合において必要があるときは、事業計画に修正を加えて認定を行うことができる。
３　知事は、事業計画を認定したときは、補助対象者に通知するものとする。
（交付申請）
第９条　事業計画の認定を受けた補助対象者は、知事に対し、別に指定する期日までに補助金の交付申　　請をしなければならない。
２　交付の申請に必要な書類は次のとおりとする。
(1) 補助金等交付申請書（経済第１号様式（経済部が定める様式をいう。以下「経済第○号様式」について同じ。））
  (2) 事業計画書（経済第２号様式）
  (3) 補助金等交付申請額算出調書（経済第７号様式）
  (4) 経費の配分調書（経済第１０号様式）
  (5) 事業予算書（経済第１１号様式）
  (6) 資金収支計画書（経済第２３号様式）
３　補助金の交付申請時に補助金にかかる消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び　　地方消費税額のうち消費税法（昭和６３年法律第１０８号。以下「法」という。）に規定する仕入れ
に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額の６３分の１７に相当する額を合計した金額に補助率等を乗じて得た額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請するものとする。ただし、交付申請時において、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りではない。
（補助金の交付の決定）
第１０条　知事は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、当該補助金交付申請書等の　　審査等により、適正と認めるときは補助金の交付を決定し、第９条第１項の規定による申請を行った　　者に通知するものとする。
（補助事業の中止等）
第１１条　前条の規定による通知を受けた事業者（以下「補助事業者」という。）は、同条の規定による補助金の交付の決定があった事業（以下「補助対象事業」という。）を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ、経済第１４号様式の補助事業等中止（廃止）承認申請書により知事の承認を受けなければならない。
（事業遅延等の報告）
第１２条　補助事業者は、補助対象事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき、　　又は補助事業の遂行が困難になったときは、経済第１５号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書　　により速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。
（補助事業の経費の配分の変更）
第１３条　補助事業者は、補助対象事業の経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ、経済第　　１２号様式の補助事業等変更承認申請書により知事の承認を受けなければならない。ただし、当該変　　更が補助対象経費の費目間における２０パーセント未満の変更の場合は、この限りではない。
（補助事業の内容の変更）
第１４条　補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた補助対象事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、経済第１２号様式の補助事業等変更承認申請書により、知事の承認を受けなければならない。ただし、当該変更が補助対象経費における２０パーセント未満の変更の場合（新たに補助対象となる構成事業を追加する場合及び補助対象事業の一部を中止（廃止）する場合を除く。）は、この限りではない。
（財産の管理及び処分の制限）
第１５条　補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」　　という。）については事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理し、かつ、補助金の交付の目的に従ってその効率的運営を図らなければならない。
２　取得財産等のうち、規則第２３条第４号及び第５号に規定する知事が定める財産（以下「処分制限　　財産」という。）は、取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の財産とする。
３　補助事業者は、前項の処分制限財産について台帳を設け、保管状況を明らかにしなければならない。
４　補助事業者は、第２項の処分制限財産について、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（昭和５３年８月５日付け通商産業省告示第３６０号）で定める耐用年数を経過することとなるまでの期間（以下「処分制限期間」という。）において、この補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとする（以下「取得財産等の処分」という。）ときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
５　知事は、前項の規定により、補助事業者が取得財産等の処分をすることにより収入があるときは、　　その収入の全部又は一部を道に納付させることができるものとする。
（産業財産権等に関する届出等）
第１６条　補助事業者は、補助対象事業に基づく発明、考案等に関して、特許、実用新案登録、意匠登　　録、著作権等（以下「産業財産権等」という。）を補助事業実施年度又は補助事業実施年度終了後５年以内に出願若しくは取得した場合、又はそれらを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合には、当該年度の終了後３０日以内に道産エネルギー技術開発支援事業に係る産業財産権等取得等届出書（別記第２号様式）により知事に届出しなければならない。
（実績報告）
第１７条　補助事業者は、補助対象事業が完了したとき（第１１条の規定による補助事業の中止等の承　　認を受けたときを含む。）は、その日から３０日以内又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月１０日のいずれか早い日までに、経済第１９号様式の補助事業等実績報告書を知事に提出しなければならない。
２　前項の実績報告に当たっては、次の書類を添付するものとする。
(1) 経済第２号様式　事業実績書
  (2) 経済第１０号様式　経費の配分調書
  (3) 経済第２０号様式　補助金等精算書
  (4) 経済第２２号様式　事業精算書
  (5) 第１５条第３項に規定する処分制限財産の台帳の写し
  (6) その他知事が別に指示する書類
（消費税等）
第１８条　補助事業者は、前条の実績報告を行うに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額　　があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金から減額して報告しなければならない。
２　補助事業者は、前条の実績報告後に消費税及び地方消費税の確定申告により当該補助金に係る消費　　税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第３号様式によりその金額（実績報告において、前項に　　より減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告する　　とともに、当該金額を返還しなければならない。
（帳簿及び書類の備付け）
第１９条　補助事業者は、当該補助事業に関する帳簿及び書類を備え、補助対象事業の完了日の属する　　会計年度の終了後から５年間保存しなければならない。ただし、補助対象事業の中に第１５条第２項　　に規定する処分制限財産を有し、同条第４項の規定による処分制限期間を経過しないものがある場合　　は、当該処分制限期間を経過することになるまでの間、財産管理台帳、その他関係書類を整理・保管　　しなければならない。
（補助金の額の確定及び通知）
第２０条　知事は、第１７条の規定による補助事業等実績報告書を受けたときは、これを審査し、その　　報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。
（補助金の交付）
第２１条　補助金は、前条の規定により補助金の額を確定したのち、支払うものとする。
（事業化状況の報告）
第２２条　補助事業者は、補助事業の完了年度の翌年度以降５カ年度について、各年度の４月３０日ま　　でに、前年度における当該補助の対象となった事業の状況について、道産エネルギー技術開発支援事　　業に係る事業化等状況報告書（別記第４号様式）により知事に報告しなければならない。
２　知事は、必要に応じて、補助事業者に、前項の報告に係る証拠書類の提出を求め、現地調査をする　　ことができる。
３　補助事業者は、第１項の報告に係る証拠書類を、報告を行った年度終了後２年間保管しなければな　　らない。
（収益納付）
第２３条　知事は、前条の報告書により、補助事業者に当該補助対象事業の実施結果の事業化、産業財　　産権等の譲渡若しくは実施権の設定又は補助事業に基づく成果の他への供与により収益が生じたと認めるときは、補助事業者に対し、その収益の全部又は一部に相当する金額を道に納付させることができるものとする。
２　前項の規定により納付を命ずることができる金額の合計は、補助金の確定額の合計額を上限とする。
（補助金の交付の条件）
第２４条　知事が補助金の交付の決定をする場合は、「補助金等に係る標準様式の設定について（昭和４７年 ９月２０日付け局総第４５３号副出納長通達）」第１号様式に定める交付の条件のほか、第１３条から第１６条まで、第１８条、第１９条、第２２条第１項及び第３項並びに前条の条件を付すものとする。
（成果の発表等）
第２５条　知事は、補助対象事業の名称、補助事業者名、所在市町村名、補助金額等を公表するものと　　する。
２　知事は、第１７条及び第２２条に規定する報告書を本道における環境産業の振興及び低炭素化の推　　進のため活用し、必要に応じて、補助事業者に成果等の発表を行わせることができる。
（その他）
第２６条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項については別に定める。
附則
この要綱は、平成２４年４月２日から施行する。

附則
この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

別表第１　公設試験研究機関（第２条関係）
	独立行政法人 産業技術総合研究所 北海道センター

	独立行政法人 土木研究所 寒地土木研究所

	独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 北海道農業研究センター

	地方独立行政法人 北海道立総合研究機構

	
	産業技術研究本部
	工業試験場

	
	
	食品加工研究センター

	
	農業研究本部

	中央農業試験場

	
	
	上川農業試験場

	
	
	道南農業試験場

	
	
	十勝農業試験場

	
	
	根釧農業試験場

	
	
	北見農業試験場

	
	
	畜産試験場

	
	
	花・野菜技術センター

	
	水産研究本部

	中央水産試験場

	
	
	函館水産試験場

	
	
	釧路水産試験場

	
	
	網走水産試験場

	
	
	稚内水産試験場

	
	
	栽培水産試験場

	
	
	さけます・内水面水産試験場

	
	森林研究本部
	林業試験場

	
	
	林産試験場

	
	環境・地質研究本部
	環境科学研究センター

	
	
	地質研究所

	
	建築研究本部
	北方建築総合研究所

	北海道立工業技術センター

	北海道立オホーツク圏地域食品加工技術センター

	北海道立十勝圏地域食品加工技術センター

	旭川市工業技術センター

	旭川市工芸センター

	旭川市農業センター                                      

	北見市工業技術センター

	釧路工業技術センター

	十勝産業振興センター

	苫小牧市テクノセンター

	室蘭テクノセンター

	根室市水産研究所 

	その他、知事が公設試験研究機関と認めるもの


別表第２　補助対象経費、補助率及び限度額（第５条関係）
	補助対象経費
	補　助　率
	限　度　額

	経　　費　　区　　分
	対　　　　象　　　　経　　　　費
	
	

	１　研究開発費
	研究開発に要する次に掲げる経費
	補助対象
経費の
２／３以内
	1,000万円
以内

	
	 (1) 原材料・副材料費
	原材料及び副材料の購入並びにこれらに係る運賃
	
	

	
	 (2) プラント・機械装
 　　置等開発費
	機械、装置、工具、器具等の購入、借入、据付、試作、改修に要する経費（注１）
	
	

	
	 (3) 技術導入費
	大学、高等専門学校若しくは公設試験研究機関からの技術指導の謝金及び旅費並びにこれらの者との共同研究に要する経費
	
	

	
	 (4) 特許実施費
	特許の使用に要する経費（特許取得に係る経費を除く。）
	
	

	
	 (5) 外注委託費
	設計委託、外注加工、試験分析、市場調査、環境調査、試作品の輸送等に要する経費
	
	

	２　人件費
	本事業の実施にあたり新たに雇用された臨時補助員等に係る経費（注２、注３）
	
	

	３　その他
	その他知事が必要と認めるもの
	
	


  （注１）他用途への転用が容易な機械、装置等については、補助対象外とする。
  （注２）人件費の額については、次により算出するものとする。
  　　　　人件費の補助対象とする経費は、研究員等の時間給額に直接作業時間を乗じて算出された
額とする。
  　　　　なお、時間給額については、次の算定式により算出するものとする。
  　　　　時間給額＝（基本給与月額＋時間外手当を除く諸手当）÷（年間所定労働時間／１２月）
  （注３）「新たに雇用された臨時補助員等」とは、本事業を行う年度における雇用を原則とするが、
予め独自で研究及び開発を行うために臨時補助員等を雇用していた場合に限り、当該年度の
３ヶ月前までに雇用した臨時補助員等についても、新たに雇用された臨時補助員等として認
めるものとする。ただし、当該臨時補助員等に係る補助対象経費は、本事業の事業始期を遡
ることができないものとする。

別記第１号様式（第６条関係）
道産エネルギー技術開発支援事業　事業計画書

平成　　年　　月　　日

北　海　道　知　事　　様

　道産エネルギー技術開発支援事業補助金交付要綱第6条に基づき次のとおり事業計画書を提出します。

１．計画事業

	技術開発事業の

名称及びテーマ
	　○○○○を利用した□□□技術の開発
　※具体的でわかりやすい名称・テーマを記載してください。

	事業者区分

※いずれかに○
	１
	道内に主たる事務所又は事業所を有する法人（補助金交付要綱第３条第１号）

	
	２
	上記１が過半数を占め、かつ代表者となる共同体（補助金交付要綱第３条第２号）


２．申請者の概要

　(1)申請者について

※　共同体（以下「コンソーシアム」という。）の場合には、全構成員について記入してください。なお、構成員数が２者を超える場合は、「コンソーシアム構成員欄」を適宜増やして各構成員毎に記入してください。
（単独法人又はコンソーシアムの代表者）

	コンソーシアム名
	○○○○コンソーシアム（事業がわかりやすい名称にしてください。）

※コンソーシアムの場合のみ記入してください。
	印

	申請者名


	○○○株式会社　代表取締役　●●●●

※単独法人の場合は、法人の名称及び代表者の職・氏名を記入してください。

※コンソーシアムの場合は、コンソーシアムの代表者となる法人の名称及び法人の代表者職・氏名を記入してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	住所
	○○市○○町○○丁目○○番（住所を記載してください。）　

	業種
	●●製造業（産業分類表を参考に）
	資本金（千円）
	●●，●●●千円

	従業員数
	（一般被保険者）　　●●名
	（左記のうち臨時雇用・パート）　●名

	主な事業内容

(生産・販売品目等)
	●●の製造、販売（定款などを参考に記載してください。）

	法人の設立年月日

及び沿革等
	※新会社の場合は代表者の略歴について記入してください。

昭和○年○月○日　□□□株式会社設立
平成●年●月●日　△△△株式会社を吸収合併し、○○○株式会社に改名

	技術開発の経緯
	※今回の研究開発に至る経緯、過去の関連技術・製品等の開発実績などがあれば、それに

ついても記入してください。
弊社では、これまで■■■との共同で△△△の基礎研究を行ってきており、これまでの研究により、省エネルギーに係る○○○○技術開発の目処が付いた。今後、更なる応用研究を行うことにより、○○○○の事業化が見込めることとなったため、本事業を実施することとした。

	過去の行政処分等

の有無
	１
	有（ ※ 行政処分の期間や種類等について記入してください。）

	
	２
	無


　（コンソーシアム構成員）　※ 単独法人の場合は不要です。

	構成員
	※法人の名称及び代表者の職・氏名を記入してください。
	印

	住所
	

	業種
	
	資本金（千円）
	

	従業員数
	（一般被保険者）    　名
	（左記のうち臨時雇用・パート）　　　名

	主な事業内容（生産・販売品目等）
	

	法人の設立年月日

及び沿革等
	※新会社の場合は代表者の略歴について記入してください

	技術開発での役割
	※本事業（技術開発）における役割・担当業務などをを記入してください。
実証研究、評価、技術指導を担当

	過去の行政処分等

の有無
	１
	有　（ ※ 行政処分の期間や種類等について記入してください。）

	
	２
	無　


　(2)実施体制等

	連絡先
	担当者所属名
	

	
	担当者職氏名
	

	
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	担当者E-mail
	


	外部委託・委嘱の状況

※外部に業務の一部を委託や委嘱する場合
	外部委託・委嘱予定者の住所・氏名
	外部委託・委嘱の内容

	
	○○市○条○丁目
株式会社○○○○研究所　●●研究員
	○○○○の分析


	
	
	

	
	
	

	コンソーシアムの役割分担

※コンソーシアムの場合のみ記入
	構成員
	コンソーシアムにおける担当業務・役割等

	
	○○市○条○丁目
○○試験場　　●●研究員
	実証研究、評価、技術指導

	
	
	

	
	
	


３．事業計画の概要

	① 分野区分

（該当する分野に○）
	１
	新エネルギー関連技術
	４
	次世代自動車関連技術

	
	２
	高断熱・高気密住宅関連技術
	５
	バイオマス関連技術

	
	３
	省エネルギー関連技術
	６
	環境保全関連技術

	② 事業の全体概要・スキーム
	※事業の全体像がわかるように、図表等も使用し、簡潔にまとめてください。
※事業の内容、実施方法についても記載し、特に、事業内容が課題解決に資するものとなるよう、工夫されている点についても簡潔に記載してください。
　○　事業概要

　○　内容

　○　事業手法

○　スキーム

　等々

	③ 地域の低炭素化に向けた地域課題の設定及び解決手段
	※今回の技術開発が、地域の低炭素化に向けて、どのような地域課題から生じたものであり、その課題を解決する手段として、どのように有効であるのかなど、地域課題の設定と解決手段について、数値や図表等を用いてわかりやすく記載してください。

	④ 事業の新規性
	※過去に、実施した類似の開発や当該技術に関連する製品・サービスの市場動向について記載したうえで、今回提案する取組の市場における新規性及び優位性について記入してください。

	
	※今回の事業に関連して、申請者（コンソーシアムの場合、各構成員も含む。）が、国、道及びその他の支援機関などから、補助・委託等の支援を受けたことがある場合（現在申請中のものも含む。）は、当該支援制度の年次及び事業名等を記載してください。（今回の技術開発事業に関連するものに限る。）

　（例：平成●●年度　□□□□□助成事業（所管：△△△省）補助金☆千円）



	⑤ 技術開発に活用す

る道内大学等が有する知見等
	※今回の技術開発に活用する「道内大学等の有する知見」が、道内資源（気候・自然条件を含む。）や技術シーズをどう活用しているのか、記載してください。また、その知見を今回の技術開発に効果的に活用するための手法・工夫等についても記載してください。



	⑥ 道内外への汎用性
	※今回の技術開発により得られる知見等が、実施地域だけではなく、道内外の他地域にどうのように応用でき、活かすことができるのか等の汎用性・モデル性について記載してください。



	⑦ 道産技術力の向上
	※今回の技術開発が、どのように道産技術力の向上に資すると考えられるのか、根拠とともに記載してください。



	⑧ 技術開発の手法
	※今回の技術開発を行うにあたり、供給側と需要側がどのように参画・連携するのか、また、具体的には技術開発にどのような手法を用い、どのように進めていくのか、図表等を用いて具体的に記載してください。

	⑨ 事業化又は商品化に対する先見性


	※今回の技術開発が、事業化や商品化にどのように繋がっていくのか、将来像を記載してください。また、今年度の到達目標及び具体的な事業化・商品化の時期目標とその見通し、並びに、今回の技術開発が将来的に有望であると考えられる客観的データなどについて、記載してください。

	⑩ 事業の実施場所
	○○市○○町○○丁目（施設名等）

	⑪ 産業財産権等の取

得状況
	※特許番号、取得年月日、内容等について記載してください。

●●●に関するCO2排出量低減技術　（特許第○○○○号）

	⑫ 資金収支計画
　※ γ＝Ｅ になります。
	収入・資金調達内訳（単位：千円）
	支出内訳　　　　　（単位：千円）

	
	区　　分
	金　  額
	資金調達先
	区　　分
	総事業費

所要

経費
	
	補 助 金

交付申請

予 定 額

	
	
	
	
	
	
	うち補助対象経費
	

	
	自己資金
	α
	－
	原材料費
	A
	A’
	－

	
	借入金
	－
	○○信金
	機械装置
	B
	B’
	－

	
	道補助金
	β
	　北海道
	技術導入
	C
	C’
	－

	
	
	
	
	外注委託
	Ｄ
	Ｄ’
	－

	
	
	
	
	
	
	
	－

	
	合  　計
	γ
	
	合  　計
	Ｅ
	Ｅ’
	 補助金予定額

	⑬ 事業スケジュール
	※事業の着手及び完了予定期日だけではなく、各項目・フェーズ毎のスケジュールが、一連の流れでわかるよう記載してください。



	⑭ 事業実施体制
	※本事業の実施体制（実施責任者及び担当者の年齢、役職名、主な活動経歴を含む）及びその体制の特徴等を記載し、構成員間の役割分担をわかりやすく記載するとともに、共同する大学等や供給側と需要側の想定先についても具体的に記載してください。
※コンソーシアム、外注先との関係（役割分担）を図等によりわかりやすく示してください。


	⑮ その他
	※その他、本事業に関連して補足したい事項（本事業計画書に無い項目で、特に強調したい事項等）などがありましたら、記載してください。


　※添付書類

　(1) 決算書（直近２期分）（事業報告書、貸借対照表、損益計算書等）

　(2) 法人の場合は定款及び商業登記法第10条に規定する登記事項証明書

　(3) コンソーシアムによる申請の場合は、その協定書（別紙「コンソーシアム協定書（案）」を参考とすること）の写し

　(4) 当該事業計画に関する特許、実用新案、意匠登録、プログラム著作権等（以下「産業財産権等」という。）を取得又は出願している場合はその書類の写し（出願番号又は登録番号及び技術の概要がわかるもの）

　(5) 試作品等の図面（規格を記入）及び工程図、製品カタログ等

　(6) 会社案内等のパンフレット

　(7) その他の事業計画に関して参考となる書類
公募受付締切：平成２７年５月１５日（金）








お問い合わせ・ご相談は、





北海道経済部産業振興局環境・エネルギー室環境産業グループ


　　〒０６０－８５８８　札幌市中央区北３条西６丁目


　　ＴＥＬ　０１１－２０４－５３２０（ダイヤルイン）


　　ＦＡＸ　０１１－２２２－５９７５


　　ホームページ　http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kke/index.htm
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補助対象となる事業はこの段階です。





※　他用途に用いることを前提に購入する製造機械等、補助対象事業に直接必要と認められない経費は補助対象となりませんので、注意してください。








記載例





申請者と同じように記載してください。





補助事業に関する連絡の窓口となる方の


連絡先を記載してください。
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